
令和７年１１月２６日

関東経済産業局 資源エネルギー環境部 カーボンニュートラル推進課

我が国のＧＸ、水素政策について
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GHG排出量に占める中小企業の割合

（出典）クリーンエネルギー戦略中間整理 資料１ https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/pdf/20220519_1.pdf

• 日本全体のGHG排出量のうち、中小企業が１割～２割弱を占め、目標実現には中小

企業の取組も必要不可欠。

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/pdf/20220519_1.pdf
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取引先からの脱炭素要請の内容

（出典）2025 年版中小企業白書 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2025/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf

• 具体的な要請の内容としては、「省エネルギー」「CO2排出量の算定」の回答割合

が比較的高い。「グリーン製品仕入れへの移行」「CO2削減目標の策定」「再生可

能エネルギーの利用」についても一定数見られる。

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2025/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf
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中小企業の脱炭素に向けた課題

（出典）2025 年版中小企業白書 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2025/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf

• 脱炭素に向けた課題としては、「コストに見合ったメリットがない」「やり方が分か

らない」「人材不足」「資金不足」が挙げられる。

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2025/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf


【参考】脱炭素に関する米国産業界の動き

4（出典）第16回 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会



【参考】脱炭素に関する欧州・中国の動き
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（出典）第16回 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会



2050年カーボンニュートラル実現に向けた政府の取組

2021年

2022年

2050年カーボンニュートラルの表明（2020年10月26日）

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性（供給サイドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
→2021年3月 NEDOに2兆円のグリーンイノベーション基金造成（2021年3月）

➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ GXリーグ基本構想公表（2月1日経済産業省）→GXリーグ本格稼働（2023年4月～）
➢ GXへの挑戦を行い、持続的な成長実現を目指す企業群や官・学と共に協働する場の提供

✓ GX実現に向けた基本方針（2月10日閣議決定）
➢ 今後10年を見据えた取組の方針をとりまとめ

2023年

✓ GX推進法（5月12日成立）、GX脱炭素電源法（5月31日成立）

✓ 水素基本戦略改定（6月6日 再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議決定）

✓ 水素社会推進法、CCS事業法（いずれも5月17日成立）
2024年

✓ 分野別投資戦略取りまとめ（12月22日経済産業省）

✓ GX2040ビジョン案、第7次エネルギー基本計画案、地球温暖化対策計画案（12月提示）

✓ GX推進戦略（7月28日閣議決定）

2025年
✓ 第7次エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画、 「GX2040ビジョン 脱炭素成長型経済構造移行推
進戦略 改訂」の閣議決定（いずれも2月18日）

✓ NDCを国連へ提出（2月18日）
✓ GX推進法等改正法（5月28日成立）

➢ 排出量取引制度の明確化 6
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（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf


8（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf


9（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf


10（出典）ＧＸ産業構造実現のためのＧＸ産業立地ワーキンググループ（第６回） https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/sangyoritchi_wg/dai6/shiryo1.pdf



排出量取引制度と化石燃料賦課金
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排出超過分に対してJ-クレジッ
トの活用が可能（排出量の10％
まで）となる見込み



水素社会推進法

12（出典）経済産業省ＨＰ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/014_01_00.pdf



13（出典）水素・アンモニア政策小委員会 資料 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/014.html

⚫ 経産省では、2030年度に低炭素水素等の供給を開始する事業者に対し、水素社会推進法（2024年に制定）に基づく
既存原燃料と低炭素水素等との「価格差に着目した支援」、また低炭素水素等の「拠点整備支援」を実施すべく、
それぞれ事業計画の認定をはじめている（事業計画の認定申請は、それぞれ2025年3月31日、同年6月30日に締切）。

経産省の水素に関する支援



14（出典）経済産業省ＨＰ https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/hydrogen_society/carbon_neutral/youshikidai42025-01-1.pdf

価格差に着目した支援 事業計画認定案件



15（出典）分野別投資戦略 改訂版 https://www.meti.go.jp/press/2024/12/20241227006/20241227006-1.pdf



管内PJ（山梨県）

16（出典）環境省ＨＰ https://www.env.go.jp/seisaku/list/ondanka_saisei/lowcarbon-h2-sc/events/PDF/240925_3-A.pdf



水素キャリアについて

17（出典）経済産業省 HP https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/energy_structure/pdf/014_04_00.pdf

⚫ 水素は常温で気体であり、量を運ぶことができない。現在は高圧に圧縮して気体のままローリー等で運ぶ「圧縮
水素」が多いが、効率的な輸送方法として以下の方式が検討されている。

H2 NH3 CH4C7H14
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脱炭素燃料サプライチェーン構築に向けた地域のサポート

⚫茨城県の臨海部企業のほか、内陸部企業とアンモニア活用（自家発、熱利用
等）に関して協議し、SC構築を検討。
⚫当局は県の協議会・WGや定例MTG、国FSへの参画を通じて国の政策のタイ
ムリーな情報提供等を実施。

コンビナートでの例：茨城アンモニアSC構築

（出展）茨城県HP https://www.pref.ibaraki.jp/sangyo/kagaku/kenkyu/cn/documents/daigokaiannmoniawg.pdf

水素・CCSの例：新潟拠点開発・基盤整備

内陸での水素検討：長野県

⚫各地域の地域の特性に応じた脱炭素の可能性調査、仮説・シナリオづくりや協議を支援 

⚫長野県では、長野県産業イノベーション協議会のもとに、産学官メンバーによる水素利活用検討プロジェクトチームを立ち上げ、
国の動向や企業等の取組事例の共有を交えながら、長野県における水素利活用の方向性について検討を実施。
⚫再エネを活用した水素製造や、水素による観光地のクリーン化、大学における新たな水素生成技術による水素製造・社会実装
を進めていく。
⚫当局はGHG多排出産業における脱炭素燃料SC構築の方法論をはじめ、上記協議会やプロジェクトチーム会議への参画を
通じた国の政策のタイムリーな情報提供、県と事業者・PJとの接続を実施。 （出典）関東経済産業局HP https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/suishin_kaigi_27.html

●新潟地域では、国産ガス田などの地域特性からCO2回収・有効利用・貯留地点
をパイプラインでネットワーク化する等、脱炭素社会・地域づくりを検討。
●当局は当局は県の協議会・WGや定例MTGを通じて国の政策のタイムリーな
情報提供等を実施。

（出展）新潟県HP https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/life/570726_1592591_misc.pdf

https://www.pref.ibaraki.jp/sangyo/kagaku/kenkyu/cn/documents/daigokaiannmoniawg.pdf
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/suishin_kaigi_27.html
https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/life/570726_1592591_misc.pdf
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（出典）経済産業省 プレスリリース https://www.meti.go.jp/press/2025/05/20250519004/20250519004.html

日野自動車 プレスリリース https://www.hino.co.jp/corp/news/2025/20250917-003984.html

いすゞ自動車 プレスリリース https://www.isuzu.co.jp/newsroom/details/20251015_1.html

経産省の水素に関する支援



企業による水素等供給インフラ整備の共同検討・実現可能性調査状況

20（出典）第９回GX実現に向けた専門家ワーキンググループ https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/senmonka_wg/dai9/siryou.pdf



水素・アンモニアSC構築支援

⚫ 管内では、地域特性、産業特性等を踏まえ、水素・アンモニア供給・利用、カーボンニュートラルに向けた検討が
進められている。

現時点で当局が把握している協議会等
※印は、当局が委員またはオブザーバーで参画

新潟カーボンニュートラル拠点化・

水素利活用促進協議会※

いばらきカーボンニュートラル産業拠点
創出推進協議会※

静岡市水素エネルギー利活用促進協議会※

信州産業水素推進ネットワーク

（信州すいすいネット）※

川崎カーボンニュートラル
コンビナート形成推進協議会※

群馬県革新的環境
イノベーションコンソーシアム※

京葉臨海コンビナート

カーボンニュートラル推進協議会※

やまなし水素・燃料電池ネットワーク
協議会 東京におけるパイプラインを含めた

水素供給体制検討協議会

とちぎカーボンニュートラル実現会議

埼玉県カーボンニュートラル推進分科会

管内におけるカーボンニュートラル関連の会議体

21

浜松市カーボンニュートラル推進協議会※



22（出典）JFEホールディングス資料（2023年9月） https://www.jfe-holdings.co.jp/uploads/230907.pdf

管内PJ（川崎市）
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R５年度当局調査事業

⚫豊橋周辺、浜松周辺、静岡・富士周辺の３エリアにおいて、次世代エネルギー（アンモニアを想定）導入に向けた

初期仮説を設定・検討。
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R６年度当局調査事業

⚫ 関東管内では、栃木県・群馬県・埼玉県・山梨県・長野県の５県が海岸線を持たない地域であり、これら内陸部においては自動車
産業など、高い製造品出荷額を有する産業が多数ある（これら５県のみで関東管内の約39%を占める）。

⚫ 関東管内の内陸部は、日本の製造業を支える重要なエリアとなっているが、他方で臨海部とのアクセスに距離があり、輸入した燃
料等の輸送にコスト、時間がかかる。

⚫ また、排出されたCO2について、CCSは陸地（新潟など一部を除く）では困難なことから、地域内での活用（カーボンリサイクル）も、
カーボンニュートラル達成には重要である。

⚫ こうした状況下で、内陸部に事業所等を有する企業は、2030年カーボンハーフが達成困難であることから、国際競争力の低下が懸
念される。そのため、メタネーション等カーボンリサイクル技術を活用しながら、臨海部に依存しないクリーン燃料の確保、S+3Eの実現が
求められる。

⚫ 結果、CO2の燃料化には多くの場合水素を必要とすること、CO2に関する市場が未形成などの課題が判明した。



水素推進に関する当局の対応
●国の政策動向をタイムリーに地域・企業に共有、議論

・水素等の価格差に着目した支援・拠点整備支援（現在事業計画認定に向けて順次審査中。価格差に着目した支援の事業計
画を初回認定（25/9/30）、その他排出量取引制度（2026年度～）、化石燃料賦課金（2028年度～）、GX産業立地政策
等を共有し、今後の燃料転換の議論を加速させる。

●水素等Readyの環境づくり

・水素等の本格的な供給をにらみ、需要側では設備更新時に水素混焼等設備（自家発電、工業炉、ボイラー等）にしておく
ことで、「水素Ready」の環境づくりに取り組んでいく。

例１：今年度委託調査事業による内陸地域での燃料転換の喚起

① 水素等を起点とした脱炭素技術（商用化・将来技術）に関する動向調査

② 内陸地域における水素等の供給可能性調査／潜在需要ニーズ調査を通じた分析

③ 地域間連携プロジェクト形成に向けた関係者会議 （仮称）の企画・運営支援

例２：エネ庁水素・アンモニア課による、各者ヒアリング等に当課も協力

●既存のインフラを加味した分析

・現在の脱炭素技術のまとめ（上記委託調査事業①）

・エネルギーインフラ等、地域分析に基づく自治体・企業との対話 25
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総合経済対策（11/21閣議決定）

（出典）内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/1121_taisaku_gaiyo.pdf



参考

27
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成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）

⚫ 中小企業者等が大学・公設試等の研究機関等と連携して行う、事業化につながる可能性の高い研究開発、試作

品開発及び販路開拓への取組を最大３年間支援。

（出典）中小企業庁HP https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support/go-tech.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support/go-tech.pdf
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省エネ・非化石転換補助金

⚫ 省エネ設備・機器と非化石エネルギーを使用する設備・機器の更新費用等の一部を支援。

（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
（一社）環境共創イニシアチブHP https://syouenehojyokin.sii.or.jp/

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://syouenehojyokin.sii.or.jp/
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カーボンニュートラルに向けた投資促進税制

⚫ 脱炭素化と付加価値向上を両立する設備の導入に対して、税額控除又は特別償却を措置。

（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
経済産業省HP https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cnpoint.pdf

企業区分
炭素生産性の

向上率
税制措置

中小企業者等 17% 税額控除14% 又は 特別償却50%

10% 税額控除10% 又は 特別償却50%

中小企業者等
以外の事業者

20% 税額控除10% 又は 特別償却50%

15% 税額控除5% 又は 特別償却50%

炭素生産性の相当程度の向上と措置内容

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cnpoint.pdf
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